
 

 

 

 

 

 

 

 

 

第79期中間決算公告 
平成23年12月28日   
 東京都千代田区九段南一丁目３番１号

 株式会社 あおぞら銀行
 代表取締役社長 ブライアン Ｆ．プリンス
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中間連結貸借対照表（平成23年９月30日現在） 
 

 （単位：百万円）
 科 目 金 額 科 目 金 額 

（負 債 の 部）  

預 金 2,775,416 

譲 渡 性 預 金 178,810 

債 券 267,582 

コールマネー及び売渡手形 102,624 

売 現 先 勘 定 7,596 

債券貸借取引受入担保金 378,906 

特 定 取 引 負 債 309,201 

借 用 金 200,700 

外 国 為 替 1 

そ の 他 負 債 198,136 

賞 与 引 当 金 1,625 

退 職 給 付 引 当 金 11,780 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 340 

オフバランス取引信用リスク引当金 1,331 

支 払 承 諾 31,360 

負 債 の 部 合 計 4,465,415 

（純 資 産 の 部）  

資 本 金 419,781 

資 本 剰 余 金 33,333 

利 益 剰 余 金 149,821 

自 己 株 式 △  15,650 

株 主 資 本 合 計 587,285 

その他有価証券評価差額金 6,556 

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 1,942 

為 替 換 算 調 整 勘 定 △  9,954 

その他の包括利益累計額合計 △  1,454 

少 数 株 主 持 分 722 

（資 産 の 部） 

現 金 預 け 金 

コールローン及び買入手形 

債券貸借取引支払保証金 

買 入 金 銭 債 権 

特 定 取 引 資 産 

金 銭 の 信 託 

有 価 証 券 

貸 出 金 

外 国 為 替 

そ の 他 資 産 

有 形 固 定 資 産 

無 形 固 定 資 産 

債 券 繰 延 資 産 

繰 延 税 金 資 産 

支 払 承 諾 見 返 

貸 倒 引 当 金 

投 資 損 失 引 当 金 

177,299

80,000

25,987

46,833

592,363

7,689

1,293,920

2,701,564

16,281

106,428

22,498

4,849

45

44,612

31,360

△  94,138

△  5,627 純 資 産 の 部 合 計 586,552 

資 産 の 部 合 計 5,051,968 負債及び純資産の部合計 5,051,968 
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中間連結損益計算書 

 

 （単位：百万円）
 

科 目 金 額 

経 常 収 益    64,460 

資 金 運 用 収 益  35,184    

（う ち 貸 出 金 利 息）  （ 26,127）  

（う ち 有 価 証 券 利 息 配 当 金）  （ 6,755）  

役 務 取 引 等 収 益  4,701   

特 定 取 引 収 益  4,081   

そ の 他 業 務 収 益  14,001   

そ の 他 経 常 収 益  6,492   

経 常 費 用    43,930 

資 金 調 達 費 用  11,966   

（う ち 預 金 利 息）  （ 9,126）  

（う ち 債 券 利 息）  （ 1,394）  

役 務 取 引 等 費 用  359   

そ の 他 業 務 費 用  6,111   

営 業 経 費  19,884   

そ の 他 経 常 費 用  5,607   

経 常 利 益    20,530 

特 別 損 失    39 

固 定 資 産 処 分 損  39   

税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益    20,491 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  215   

法 人 税 等 調 整 額  △ 2,310   

法 人 税 等 合 計    △ 2,095 

少数株主損益調整前中間純利益    22,586 

少 数 株 主 利 益    31 

中 間 純 利 益    22,554 

     

 

平成23年４月１日から
平成23年９月30日まで
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中間連結財務諸表の作成方針 

(1) 連結の範囲に関する事項 

① 連結される子会社及び子法人等 12社 

主要な会社名 

あおぞら信託銀行株式会社 

あおぞら債権回収株式会社 

AZB CLO 1 Limited 

AZB CLO 2 Limited 

AZB CLO 3 Limited 

Aozora GMAC Investment Limited 

Aozora Investments LLC 

 一般社団法人北の丸ホールディングス及び合同会社シェルティーは、当中間連結会計期間

末における重要性が乏しくなったため、連結の範囲から除外しておりますが、当中間連結会

計期間末までの損益計算書及びキャッシュ・フロー計算書を連結しております。 

② 非連結の子会社及び子法人等 

主要な会社名 

エイ・ティ・インベストメント株式会社 

 非連結の子会社及び子法人等は、その資産、経常収益、中間純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、連結の範囲から除いても企業集団の財政状態

及び経営成績に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいため、連結の範囲から

除外しております。 

(2) 持分法の適用に関する事項 

① 持分法適用の非連結の子会社及び子法人等 ０社 

② 持分法適用の関連法人等 ０社 

③ 持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等 

主要な会社名 

エイ・ティ・インベストメント株式会社 

④ 持分法非適用の関連法人等 

主要な会社名 

Vietnam International Leasing,Co.,Ltd. 

 持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等は、中間純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の適用の対象から除いても中間

連結財務諸表に重要な影響を与えないため、持分法の適用の対象から除いております。 

(3) 連結される子会社及び子法人等の中間決算日等に関する事項 

 すべての連結される子会社及び子法人等の中間決算日は、中間連結決算日と一致しておりま

す。 
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 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

会計処理基準に関する事項 

(1) 特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準 

 金利、通貨の価格、金融商品市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場間の

格差等を利用して利益を得る等の目的（以下「特定取引目的」という。）の取引については、

取引の約定時点を基準とし、中間連結貸借対照表上「特定取引資産」及び「特定取引負債」に

計上するとともに、当該取引からの損益（利息配当金、売却損益及び評価損益）を中間連結損

益計算書上「特定取引収益」及び「特定取引費用」に計上しております。 

 特定取引資産及び特定取引負債の評価は、時価法により行っております。 

(2) 有価証券の評価基準及び評価方法 

(ｲ) 有価証券の評価は、売買目的有価証券（特定取引勘定で保有しているものを除く）につい

ては時価法（売却原価は移動平均法により算定）、満期保有目的の債券については移動平均

法による償却原価法（定額法）、持分法非適用の非連結子会社・子法人等株式及び持分法非

適用の関連法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあ

るものについては中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平

均法により算定）、時価を把握することが極めて困難と認められるものについては移動平均

法による原価法により行っております。 

 ただし、投資事業有限責任組合、民法上の組合及び匿名組合等への出資金については、主

として、組合等の直近の事業年度の財務諸表及び事業年度の中間会計期間に係る中間財務諸

表に基づいて、組合等の純資産及び純損益を当行並びに連結される子会社及び子法人等の出

資持分割合に応じて、資産及び収益・費用として計上しております。 

 なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

(ﾛ) 金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の評価は、上記(ｲ)と同じ方法によ

り行っております。 

(3) デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

 デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法により行っております。 

(4) 減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

 当行の有形固定資産の減価償却は、建物については定額法、その他については定率法を採

用し、当中間連結会計期間末現在の年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しており

ます。 

 主な耐用年数は次のとおりであります。 

建  物    15年～50年 

そ の 他    ５年～15年 

 連結される子会社及び子法人等の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、

主として定率法により償却しております。 
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② 無形固定資産（リース資産を除く） 

 無形固定資産の減価償却は、定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェア

については、当行並びに連結される子会社及び子法人等で定める利用可能期間（主として５

年）に基づいて償却しております。 

③ リース資産 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」中

のリース資産は、リース期間を耐用年数とした定額法によっております。なお、残存価額に

ついては、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外の

ものは零としております。 

(5) 繰延資産の処理方法 

 当行の繰延資産は、次のとおり償却しております。 

(ｲ) 「債券繰延資産」のうち債券発行費用は債券の償還期間にわたり定額法により償却してお

ります。 

(ﾛ) 「その他資産」のうち社債発行費については社債の償還期間にわたり定額法により償却し

ております。 

(6) 貸倒引当金の計上基準 

 当行の債権の償却及び貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり処

理しております。 

 破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」とい

う。）及びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という。）に係る債権につい

ては、債権額から担保の処分可能見込額及び保証等による回収可能見込額を控除した残額を取

立不能見込額として債権額から直接減額しております。なお、当中間連結会計期間末現在、取

立不能見込額として直接減額した金額は46,740百万円であります。 

 現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者

（以下「破綻懸念先」という。）に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額

及び保証等による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判

断し必要と認めた額を貸倒引当金として計上しております。ただし、債権の元本の回収及び利

息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権については、当該

キャッシュ・フローを当初の約定利子率で割り引いた金額と帳簿価額との差額を貸倒引当金と

する方法（キャッシュ・フロー見積法）により引き当てております。 

 上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績等から算出した予想損失率に

基づき、貸倒引当金を計上しております。ただし、今後の管理に注意を要する債務者で与信額

が一定額以上の大口債務者については、キャッシュ・フロー見積法により、予想損失を見積も

り、必要に応じて、予想損失率による引当額に追加して貸倒引当金を計上しております。 

 なお、特定海外債権については、対象国の政治経済情勢等に起因して生ずる損失見込額を特

定海外債権引当勘定として計上することとしております。 

 すべての債権は、内部格付規則及び自己査定基準等に基づき、営業関連部署が債務者区分と

整合的な内部格付について常時見直しを実施し、審査部署が承認を行うとともに、営業関連部

署及び審査部署から独立した検証部署が抽出により検証を実施しております。 

 上記手続きによる中間連結会計期間末時点の債務者区分に従い、営業関連部署が必要な償
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却・引当額を算定し、検証部署が償却・引当額の最終算定並びに検証を行っております。 

 連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績等を勘

案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権及び破産更生債権等については、個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額をそれぞれ引当又は償却を行っております。 

(7) 投資損失引当金の計上基準 

 投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券の発行会社の財政状態等を勘

案して必要と認められる額を計上しております。 

(8) 賞与引当金の計上基準 

 賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額の

うち、当中間連結会計期間に帰属する額を計上しております。 

(9) 退職給付引当金の計上基準 

 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる

額を計上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の損益処理方法は以下のと

おりであります。 

過 去 勤 務 債 務 その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（９年）による

定額法により損益処理 

数理計算上の差異 各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数

（５年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計

年度から損益処理 

(10) 役員退職慰労引当金の計上基準 

 役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労

金の支給見積額のうち、当中間連結会計期間末までに発生していると認められる額を計上して

おります。 

(11) オフバランス取引信用リスク引当金の計上基準 

 オフバランス取引信用リスク引当金は、貸出金に係るコミットメントライン契約等の融資未

実行額に係る信用リスクに備えるため、貸出金と同様に自己査定に基づき、予想損失率又は個

別の見積もりによる予想損失額を計上しております。 

(12) 外貨建資産・負債の換算基準 

 当行の外貨建資産・負債は、取得時の為替相場による円換算額を付す関連法人等株式を除き、

主として中間連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

 連結される子会社及び子法人等の外貨建資産・負債については、それぞれの中間決算日等の

為替相場により換算しております。 

 在外連結子会社及び子法人等の収益及び費用は、期中平均相場により円貨に換算し、換算差

額は純資産の部における少数株主持分及び為替換算調整勘定に含めて計上しております。 

(13) 重要なヘッジ会計の方法 

(ｲ) 金利リスク・ヘッジ 

 当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業にお

ける金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種

別監査委員会報告第24号平成14年２月13日）に規定する繰延ヘッジによっております。相場
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変動を相殺するヘッジについてのヘッジ有効性評価の方法については、ヘッジ対象となる預

金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の（残存）期間毎にグルーピン

グのうえ特定し評価しております。 

(ﾛ) 為替変動リスク・ヘッジ 

 当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、

「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認

会計士協会業種別監査委員会報告第25号平成14年７月29日）に規定する繰延ヘッジによって

おります。 

 ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する

目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である

外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認す

ることによりヘッジの有効性を評価しております。 

 また、外貨建その他有価証券（債券以外）の為替変動リスクをヘッジするため、事前に

ヘッジ対象となる外貨建有価証券の銘柄を特定し、当該外貨建有価証券について外貨ベース

で取得原価以上の直先負債が存在していること等を条件に包括ヘッジとして時価ヘッジを適

用しております。 

(ﾊ) 連結会社間取引等 

 デリバティブ取引のうち連結会社間及び特定取引勘定とそれ以外の勘定との間の内部取引

については、ヘッジ手段として指定している金利スワップ取引及び通貨スワップ取引等に対

して、日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号及び同報告第25号に基づき、恣意性

を排除し厳格なヘッジ運営が可能と認められる対外カバー取引の基準に準拠した運営を行っ

ているため、当該金利スワップ取引及び通貨スワップ取引等から生じる収益及び費用は消去

せずに損益認識又は繰延処理を行っております。 

(14) 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、中間連結貸借対照表上の「現金

預け金」のうち現金及び日本銀行への預け金であります。 

(15) 消費税等の会計処理 

 当行並びに国内の連結される子会社及び子法人等の消費税及び地方消費税の会計処理は、税

抜方式によっております。 

 

追加情報 

（金融商品に関する会計基準） 

 当中間連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正から、「会計上の

変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号平成21年12月４日）及び「会計上の

変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号平成21年12月４

日）を適用しております。なお、「金融商品会計に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制

度委員会報告第14号）に基づき、当中間連結会計期間の「貸倒引当金戻入益」及び「償却債権取立

益」は「その他経常収益」に計上しております。 
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注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

１．関係会社の株式（及び出資金）総額（連結子会社及び連結子法人等の株式（及び出資金）を

除く） 6,002百万円 

２．無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）、使用貸借又は賃貸借契約により貸し付けている有

価証券はありません。 

 無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により借り入れている有価証券、現先取引並びに現

金担保付債券貸借取引により受け入れている有価証券及びデリバティブ取引の担保として受け

入れている有価証券のうち、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有する

有価証券で、（再）担保に差し入れている有価証券及び再貸付けに供している有価証券はなく、

当中間連結会計期間末に当該処分をせずに所有しているものは2,057百万円であります。 

３．貸出金のうち、破綻先債権額は7,368百万円、延滞債権額は53,674百万円であります。 

 なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事

由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった

貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法

人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同

項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

 また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又

は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

４．貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権に該当するものはありません。 

 なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅

延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

５．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は32,374百万円であります。 

 なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の

減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行っ

た貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

６．破綻先債権額、延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は93,417百万円であります。 

 なお、上記３．から６．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

７．手形割引は、日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理

しております。これにより受け入れた商業手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に処

分できる権利を有しておりますが、その額面金額は558百万円であります。 

８．ローン・パーティシペーションで、平成７年６月１日付日本公認会計士協会会計制度委員会

報告第３号に基づいて、参加者に売却したものとして会計処理した貸出金の元本の中間連結会

計期間末残高の総額は、54,075百万円であります。 
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９．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

特定取引資産 186,669百万円 

有価証券 439,199 

貸出金 167,550 

担保資産に対応する債務 

コールマネー及び売渡手形 80,000百万円 

売現先勘定 7,596 

債券貸借取引受入担保金 378,906 

借用金 171,200 

 上記のほか、為替決済、デリバティブ等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用とし

て、有価証券115,628百万円を差し入れております。 

10．当座貸越契約及び貸出金に係るコミットメントライン契約等は、顧客からの融資実行の申し

出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を

貸し付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、365,247百

万円であります。このうち契約残存期間が１年以内のものが323,264百万円であります。 

11．有形固定資産の減価償却累計額 23,709百万円 

12．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債

に対する保証債務の額は11,946百万円であります。 

13．銀行法施行規則第17条の５第１項第３号ロに規定する連結自己資本比率（国内基準）は、

18.07％であります。 

 

（中間連結損益計算書関係） 

１．「その他経常収益」には、貸倒引当金戻入益3,326百万円及び償却債権取立益732百万円を含

んでおります。 

２．「その他経常費用」には、貸出金償却754百万円、オフバランス取引信用リスク引当金繰入

額557百万円及び株式等償却155百万円を含んでおります。 

３．中間包括利益 26,558百万円 
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（金融商品関係） 

○金融商品の時価等に関する事項 

 平成23年９月30日における中間連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりで

あります。なお、中間連結貸借対照表上の重要性が乏しい科目は、記載を省略しております。また、

時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含めておりません（（注

２）参照）。 

   （単位：百万円）

 
 

中間連結貸借
対照表計上額 時 価 差 額 

(1) 現金預け金 177,299 177,299 － 

(2) コールローン及び買入手形 80,000 80,000 － 

(3) 債券貸借取引支払保証金 25,987 25,987 － 

(4) 買入金銭債権（＊１） 46,505 51,151 4,646 

(5) 特定取引資産  

売買目的有価証券 63,327 63,327 － 

(6) 金銭の信託 7,689 8,067 378 

(7) 有価証券  

満期保有目的の債券 29 30 0 

その他有価証券（＊２） 1,198,143 1,198,143 － 

(8) 貸出金 2,701,564  

貸倒引当金（＊１） △83,973  

 2,617,590 2,663,460 45,869 

資産計 4,216,573 4,267,467 50,893 

(1) 預金 2,775,416 2,799,593 24,177 

(2) 譲渡性預金 178,810 178,810 － 

(3) 債券 267,582 267,802 219 

(4) コールマネー及び売渡手形 102,624 102,624 － 

(5) 売現先勘定 7,596 7,596 － 

(6) 債券貸借取引受入担保金 378,906 378,906 － 

(7) 借用金 200,700 201,192 492 

(8) その他負債  

借入特定取引有価証券 32,698 32,698 － 

負債計 3,944,336 3,969,225 24,889 

デリバティブ取引（＊３）  

ヘッジ会計が適用されていないもの 35,397 35,397 － 

ヘッジ会計が適用されているもの 20,489 20,489 － 

デリバティブ取引計 55,886 55,886 － 
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（＊１）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。なお、買入金

銭債権に対する貸倒引当金については、重要性が乏しいため、中間連結貸借対照表計上額

から直接減額して表示しております。 

（＊２）その他有価証券の中間連結貸借対照表計上額、時価及び差額には、時価を把握することが

可能な金銭債権を組合財産とする組合出資金を含めておりません。当該組合出資金の中間

連結貸借対照表計上額は24,478百万円、また、組合財産である金銭債権等について、見積

将来キャッシュ・フローの現在価値又は担保及び保証による回収見込み額等により算定し

た組合財産の時価のうち、当行に帰属する持分の金額により算定した当該組合出資金の時

価は29,180百万円、中間連結貸借対照表計上額との差額は4,701百万円であります。 

（＊３）特定取引資産・負債及びその他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表

示しております。デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示してお

り、合計で正味の債務となる項目については、（ ）で表示しております。 

 

（注１）金融商品の時価の算定方法 

 

資産 

(1) 現金預け金、(2) コールローン及び買入手形、(3) 債券貸借取引支払保証金 

 これらは、要求払、短期通知で解約可能若しくは約定期間が短期間であり、時価は帳簿価額

と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 

(4) 買入金銭債権 

 買入金銭債権のうち、企業会計上の有価証券に該当する信託受益権等の評価については、後

述の「(7) 有価証券」と同様の方法により行っております。 

 その他の買入金銭債権については、「(8) 貸出金」と同様の方法により時価を算定しており

ます。 

(5) 特定取引資産 

 トレーディング目的で保有している債券等の有価証券については、取引所の価格、業界団体

が公表又は情報ベンダーが提示する市場価格によっております。 

(6) 金銭の信託 

 信託財産を構成している有価証券の評価は、後述の「(7) 有価証券」と同様の方法により

行っております。信託財産を構成している金銭債権の評価は、後述の「(8) 貸出金」と同様の

方法により行っております。 

 なお、保有目的毎の金銭の信託に関する注記事項については「（金銭の信託関係）」に記載

しております。 

(7) 有価証券 

 株式は取引所の価格によっております。債券のうち、業界団体が公表又は情報ベンダーが提

示する市場価格があるものの評価は、原則として当該価格を時価としておりますが、変動利付

国債については下記の評価方法によっております。債券のうち、業界団体が公表又は情報ベン

ダーが提示する市場価格がないものの評価は、後述の「(8) 貸出金」と同様の方法又は取引金

融機関等から提示された価格により算定しております。投資信託等は、投資信託管理会社等か

ら提示された価格によっております。組合出資金は、組合財産の種類に応じ上記方法又は後述
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の「(8) 貸出金」の方法に準じ時価を算定しております。 

 当中間連結会計期間末における変動利付国債の時価については、「金融資産の時価の算定に

関する実務上の取扱い」（企業会計基準委員会実務対応報告第25号平成20年10月28日）を考慮

し、合理的に算定された価額によっております。これにより、市場価格により評価した場合と

比べ、「有価証券」は4,374百万円増加、「繰延税金資産」は1,780百万円減少、「その他有価

証券評価差額金」は2,594百万円増加しております。 

 なお、変動利付国債の合理的に算定された価額は、国債の利回り等から見積もった将来

キャッシュ・フローを、同利回りに基づく割引率を用いて割り引くことにより算定しており、

国債の利回り及び同利回りのボラティリティが主な価格決定変数であります。 

 なお、保有目的毎の有価証券に関する注記事項については「（有価証券関係）」に記載して

おります。 

(8) 貸出金 

 約定元利金に、内部格付等に基づくデフォルトリスク及び裏付資産や保全の状況を加味した

デフォルト時の予想損失率等に基づき信用リスク等を反映させた将来キャッシュ・フローを、

市場利子率にて割り引いた現在価値の合計額から経過利息を控除したものを時価としておりま

す。なお、複合金融商品のうち区分経理を行っている貸出金の約定元利金は、区分経理後のも

のとしております。 

 また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、担保及び保証による

回収見込額又は見積将来キャッシュ・フローの現在価値等を時価としております。 

 貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性により返済期限を設けていな

いもの、及び回収可能性に懸念がなく金額的に重要性が乏しいものについては、帳簿価額を時

価としております。 

 

負債 

(1) 預金 

 要求払預金については、中間連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみ

なしております。また、定期預金の時価は、約定元利金を市場利子率に当行の中間連結決算日

前の一定の期間における平均調達スプレッドを加味した利率により割り引いた現在価値の合計

額から経過利息を控除したものを時価としております。なお、複合金融商品のうち区分経理を

行っている定期預金の約定元利金は、区分経理後のものとしております。 

(2) 譲渡性預金 

 約定期間が短期間であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価と

しております。 

(3) 債券 

 業界団体が公表又は情報ベンダーが提示する市場価格があるものの評価は、当該価格を時価

としております。業界団体が公表又は情報ベンダーが提示する市場価格がないものの評価は、

約定期間が短期間のものについては、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

を時価としており、それ以外については「(1) 預金」の定期預金と同様の方法により算定して

おります。 
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(4) コールマネー及び売渡手形、(5) 売現先勘定、(6) 債券貸借取引受入担保金 

 約定期間が短期間であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価と

しております。 

(7) 借用金 

 借用金のうち、日銀借入金は、約定期間が短期間であり、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額を時価としております。 

 上記以外の借用金については、「(1) 預金」の定期預金と同様の方法により算定しておりま

す。なお、複合金融商品のうち区分経理を行っている借用金の約定元利金は、区分経理後のも

のとしております。 

(8) その他負債 

 借入特定取引有価証券は、業界団体が公表又は情報ベンダーが提示する市場価格を時価とし

ております。 

 

デリバティブ取引 

 デリバティブ取引は、金利関連取引（金利先物、金利オプション、金利スワップ等）、通貨

関連取引（通貨先物、通貨オプション、通貨スワップ等）、株式関連取引（株式指数先物、株

式指数オプション等）、債券関連取引（債券先物、債券先物オプション等）、商品関連取引

（商品スワップ等）、クレジットデリバティブ取引（クレジット・デフォルト・スワップ等）

であり、取引所の価格、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算出した価額に

よっております。 

 

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、金融商品の

時価情報の「資産(7) 有価証券」及び「デリバティブ取引」には含まれておりません。 

 
 （単位：百万円）

 
区分 中間連結貸借対照表計上額 

① 非上場株式等（＊１）（＊３） 36,360 

② 組合出資金（＊２） 34,907 

合計 71,268 

（＊１）非上場株式等については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められ

ることから、時価開示の対象とはしておりません。 

（＊２）組合出資金のうち、組合財産が非上場株式等時価を把握することが極めて困難と認められ

るもので構成されているものについては、時価開示の対象とはしておりません。 

（＊３）当中間連結会計期間において、非上場株式等について155百万円の減損処理を行っており

ます。 

（＊４）上記以外に、デリバティブ取引のうち、当行が保有する非上場株式の価値を第三者に移転

させるトータルリターンスワップ（契約額15,000百万円）があり、時価を把握することが

極めて困難と認められることから、時価開示の対象とはしておりません。 
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（有価証券関係） 

 中間連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「買入金銭債権」中の信託受益権の一部が含まれて

おります。 

１．満期保有目的の債券（平成23年９月30日現在） 

 種 類
中間連結貸借
対照表計上額

（百万円） 

時 価
（百万円） 

差 額 
（百万円） 

国債 29 30 0 時価が中間連結貸借対照表
計上額を超えるもの 

合計 29 30 0 

２．その他有価証券（平成23年９月30日現在） 

 時価のあるものは、以下の通りです。 

 種 類
中間連結貸借
対照表計上額

（百万円） 

取 得 原 価
（百万円） 

差 額 
（百万円） 

株式 258 214 44 

債券 513,354 505,854 7,500 

国債 463,002 456,119 6,883 

地方債 6,695 6,606 89 

社債 43,655 43,128 527 

その他 276,167 268,035 8,132 

外国債券 260,310 254,786 5,523 

その他 15,856 13,248 2,608 

中間連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるもの 

小計 789,780 774,103 15,676 

株式 713 962 △  249 

債券 264,072 264,731 △  659 

国債 235,630 235,721 △  90 

地方債 2,288 2,296 △   7 

社債 26,152 26,714 △  561 

その他 156,599 160,983 △ 4,383 

外国債券 62,119 62,609 △  490 

その他 94,480 98,373 △ 3,893 

中間連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えないもの 

小計 421,385 426,678 △ 5,292 

合計 1,211,165 1,200,781 10,384 
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３．減損処理を行った有価証券 

 売買目的有価証券以外の時価のある有価証券について、有価証券の発行会社の区分毎に時価

が著しく下落したと判断する基準を設け、当該有価証券の期末時価が著しく下落したと判断さ

れた場合、回復の見込みがあると認められる場合を除き、減損処理を行っております。 

 当中間連結会計期間における減損処理額は、23百万円（うち、社債23百万円）であります。 

 なお、時価が著しく下落したと判断する基準は、原則として、当該有価証券の期末時価が、

取得原価または償却原価のおおむね50％を下回っている場合をいい、有価証券の発行会社の区

分が以下のものについては、償却引当基準等において、次のとおり定めております。 

破綻先、実質破綻先、破綻懸念先   時価が取得原価に比べて下落 

要注意先              時価が取得原価に比べて30％程度以上下落 

正常先               時価が取得原価に比べて50％程度以上下落 

 但し、債券のうち発行会社の区分が正常先であるものについては、時価が取得原価に比べて

30％程度以上下落した場合は、著しく下落したものと判断しております。 

 また、上記の基準に該当しない場合であっても、時価が一定水準以下で推移しているような

銘柄については、原則として著しく下落したものと判断しております。 

 なお、破綻先とは破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している発行会社、実質破

綻先とは破綻先と同等の状況にある発行会社、破綻懸念先とは現在は経営破綻の状況にないが

今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる発行会社、要注意先とは今後の管理に注意を

要する発行会社であります。また、正常先とは、破綻先、実質破綻先、破綻懸念先及び要注意

先以外の発行会社であります。 

 なお、当中間連結会計期間において、時価のあるその他有価証券のうち、処分予定のものに

ついて、評価差損34百万円を損失処理しております。 

 

（金銭の信託関係） 

１．満期保有目的の金銭の信託（平成23年９月30日現在） 

 該当ありません。 

２．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（平成23年９月30日現在） 

 
中間連結貸借
対照表計上額 
（百万円） 

取 得 原 価
（百万円）

差 額
（百万円）

う ち 中 間 連 結 貸 借
対 照 表 計 上 額 が
取得原価を超えるもの

（百万円） 

う ち 中 間 連 結 貸 借 
対 照 表 計 上 額 が 
取得原価を超えないもの 

（百万円） 

そ の 他 の 
金 銭 の 信 託 2,576 1,852 724 724 － 

（注） 「うち中間連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの」「うち中間連結貸借対照表計

上額が取得原価を超えないもの」は、それぞれ「差額」の内訳であります。 
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（１株当たり情報） 

１株当たりの純資産額 272円２銭 

１株当たり中間純利益金額 15円９銭 

潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額 11円50銭 


